
 様式第３号（表面）                                                                         （日本工業規格Ａ列４ ） 

 

                                                    届出制手数料届出書 

                                                    届出制手数料変更届出書 

 

① 平成23年 4月  日 

         厚 生 労 働 大 臣    殿   

東京都中央区日本橋室町 4-1-5 共同ビル 2F 

 株式会社ワークス・ジャパン  

代表取締役社長 
 

                                             [ふりがな]         しみずしんいちろう                              
                       ②届出者  氏   名 清水信一郎  印 
 
 

   職業安定法第３２条の３第 １項第２号の規定により下記の届出制手数料に係る届出をします。 

                                       記 

 

 

③許     可     番     号  

 
（ふりがな） 

④氏  名  又  は  名  称 

かぶしきかいしゃ わーくす・じゃぱん 

株式会社 ワークス・ジャパン 

 
 
 

 
 
 

（ふりがな） 
⑤所         在        地 

 
 〒 1  0  3 － 0  0  2  2       電話 03（ 5205 ）0411 

 
とうきようとちゅうおうくにほんばしむろまちよんちょうめ 1 ばん 5 ごう 

東京都中央区日本橋室町四丁目 1番 5 号 

 

 

⑥適用開始・変更予定日            平成  年   月   日 

⑦届出・変更届出内容 

 

別紙の通り 

⑧備                        考 
 

管理部 松井利之 03-5205-0411 



様式例第 3号 

 

 

手数料表 

 

上記手数料は消費税が含まれています。 

 

許可番号: 13-ユ-305092 

事業所の名称および所在地: 

東京都中央区日本橋室町 4-1-5 共同ビル 2F 

株式会社ワークス・ジャパン 

サービスの職種及び内容 手数料の額及び負担者 

求人を受け付ける時の事務費用  無料 

求人・求職の申込みを受理した時以降、求人・ 

求職者に提供する紹介のサービス 

成功報酬:職業紹介が成功した場合において、

当該求職者の就職後 1 年間で支払われた賃金

の 50％。手数料負担者は求人者とします。 

求人の充足を用意にするための求人者に対す

る専門的な相談・助言 

成功報酬:職業紹介が成功した場合において 

当該求職者の就職後 1 年間で支払われた賃金

の 50％。手数料負担者は求人者とします。 

特定の条件による特別な求職者の開拓やその

ための調査・探索 

着手金:100 万円。 

活動 1日あたり 5万円 

成功報酬:職業紹介が成功した場合において、

当該求職者の就職後 1 年間で支払われた賃金

の 50％。手数料負担者は求人者とします。 

就職を容易にするための求職者に対する専門

的な相談・助言 

 

成功報酬:職業紹介が成功した場合において、

当該求職者の就職後 1 年間で支払われた賃金

の 50％。手数料負担者は関係雇用主とします。 



様式第３号（裏面）   

   

   記載要領 

    １  届出制手数料の届出をする場合には、表題中の「届出制手数料変更届出書」の文

字を抹消すこ と。また、届出制手数料の変更の届出をする場合は、表題中の「届出

制手数料届出書」の文字を 抹消すること。 

 

２  ①欄には、届出書を管轄都道府県労働局に提出する年月日を記載すること。   

 

        ３  ②欄には、届出者の氏名（法人又は団体にあつてはその名称及び代表者の氏名）

を記名押印又 は署名のいずれかにより記載すること。 

 

        ４  ③欄は、有料職業紹介事業許可申請書と併せて提出する場合には、空欄とするこ

と。 

 

    ５  ⑤欄には、届出者の住所（法人又は団体にあつては主たる事務所の所在地）を記

載すること。  

 

    ６ ⑥欄には、職業安定法第３２条の３第１項第２号に掲げる手数料を適用又は変更

する年月日を 記入すること。 

 

        ７  ⑦欄の届出・変更届出内容については、別に料金表（様式例第３号参照）に記載

して添付して もよいこと。 

       なお、複数の事業所でそれぞれ異なる手数料表に基づき徴収する場合は事業所毎

に別紙により 

添付すること。 

 

        ８ 複数の事業所で同一の手数料表に基づき徴収する場合は、⑧備考欄に同一の手数

料表の事業所 名を記載すれば足りる。 

 

    ９ ⑧備考欄には担当者職・氏名及び連絡先を記載すること。 

         

                                                      

 


